
（証券コード 8908)
平成30年８月３日

株 主 各 位
東京都千代田区大手町二丁目１番１号

株式会社毎日コムネット
代表取締役社長 伊 藤 守

　
第40回定時株主総会招集ご通知

　
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

　さて、当社第40回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご

出席くださいますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否を
ご表示のうえご返送いただくか、議決権行使書用紙に記載の当社議決権行使サイトに
アクセスし電磁的方法（インターネット）によりご行使いただくか、いずれかの方法
により議決権を行使することができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類
をご検討くださいまして、平成30年８月21日（火曜日）午後６時30分までに議決権を
ご行使くださいますようお願い申し上げます。
　

敬 具
記

　

1. 日 時　平成30年８月22日（水曜日）午前10時（受付開始午前９時）

2. 場 所　東京都中央区銀座六丁目14番10号

　コートヤード・マリオット銀座東武ホテル ２階 「桜」の間

(会場が前回と異なっておりますので、末尾の会場ご案内図を

ご参照いただき、お間違いのないようご注意ください。)

3. 会議の目的事項

報 告 事 項 1. 第40期 (自平成29年６月１日 至平成30年５月31日) 事

業報告及び連結計算書類ならびに会計監査人及び監査役

会の連結計算書類監査結果報告の件

2. 第40期 (自平成29年６月１日 至平成30年５月31日) 計

算書類報告の件

決 議 事 項

　第１号議案 剰余金の処分の件

　第２号議案 定款一部変更の件

　第３号議案 監査役１名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

◎当日ご出席の際には、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申
し上げます。なお、定時株主総会終了後、同会場にて事業説明会を開催いたしますのでぜひご参加く
ださい。また、株主総会当日はお土産をご用意しておりますが、ご提出の議決権行使書用紙の枚数に
関わらず、ご来場の株主様お一人につき１つとさせていただきます。

◎株主総会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合はインターネット上の
当社ウェブサイト（https://www.maicom.co.jp/）に掲載させていただきます。
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(添付書類)
事 業 報 告

（自 平成29年６月１日
至 平成30年５月31日）

Ⅰ 企業集団の現況に関する事項

　1. 事業の経過及びその成果

当連結会計年度におけるわが国の経済環境は、政府による各種経済対策及び

日本銀行による大規模な金融緩和策を背景に、企業収益の改善や個人消費が底

堅く推移するなど緩やかに回復を続けてまいりました。一方で、米国における

金融緩和の縮小や中国及び新興国の経済成長の鈍化等により、依然として先行

き不透明な状況となっております。

その状況の中、当社グループの主要顧客層である大学生マーケットにおきま

しては、平成29年春の大学入学者数は62.9万人、大学生総数289.0万人（文部科

学省「学校基本調査」による）といずれも過去最高水準を維持しております。

引き続き、少子化時代にあっても安定的に推移する大学生市場においては、さ

まざまなサービス分野において学生の多様化するライフスタイルとニーズに応

える低廉で高品質なサービスが求められていると言えます。

このような市場環境の中で当社グループは、事業の方向性を明確にし、戦略

的投資を促進するため、不動産デベロップメント部門、不動産マネジメント部

門及びエネルギーマネジメント部門の３部門からなる「不動産ソリューション

事業」と課外活動ソリューション部門と人材ソリューション部門の２部門から

なる「学生生活ソリューション事業」の２事業（セグメント）計５部門で事業

展開を図っております。

主力事業である不動産ソリューション事業においては、景気動向の影響を比

較的受けにくい不動産マネジメント部門は、ますます高まる学生の安心・快適

な住居ニーズに支えられ順調に推移し、不動産デベロップメント部門において

も、販売用不動産の売却が順調に進みました。

その結果、当連結会計年度の売上高は16,805,315千円（前年同期比13.5％

増）、営業利益は1,768,601千円（同8.4％増）、経常利益は1,679,046千円（同

8.3％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は1,087,940千円（同7.4％増）と

なりました。
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① 売上高

当連結会計年度の売上高は16,805,315千円（前年同期比13.5％増）となり

ました。

セグメント別の業績を示すと次のとおりであります。

（不動産ソリューション事業）

首都圏における学生賃貸住宅市場は、首都圏進学志向と女子大生比率の高

まり、セキュリティ意識の浸透などにより、より安全性・快適性が求められ

ており、学生向け賃貸住宅の需要は今後もますます高まるものと予想されま

す。

不動産デベロップメント部門におきましては、この需要の高さを背景に金

融機関等との連携によるコンサルティング営業を強化し、個人オーナーのみ

ならず、企業に対してもＣＲＥ戦略に応える事業プランを積極的に提案、物

件開発に努めました。特に、当社の独自モデルである食事付き寮タイプの学

生向け賃貸住宅は、留学生確保を進める大学寮のニーズと相まって需要が高

く開発を積極的に進めております。また、当社が不動産を仕入れ学生向け賃

貸住宅を建設し、法人又は個人投資家等へ販売した後にサブリースで運営を

受託する独自開発にも注力してまいりました。

その結果、自社保有物件（販売用不動産及び固定資産）においては、５件

の開発及び２件の売却を行い、管理戸数は12棟767戸となりました。サブリー

ス（転貸を目的とした当社による一括借上）物件においては、１件の開発を

行い、上記の売却した２件、管理受託からサブリースへの契約変更による増

加分５件及び２件の解約を含め、管理戸数は173棟7,550戸となりました。管

理受託を含めた総管理戸数は195棟9,018戸（前期末比2.6％増）となりまし

た。

一方、賃貸・管理業務を行う不動産マネジメント部門におきましては、イ

ンターネット情報提供の充実、大学との連携強化等により体制強化を継続し、

安定した入居者確保を図りました。サブリース物件及び自社保有物件につき

ましては、13年連続で４月入居率100.0％を達成しております。
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その結果、不動産ソリューション事業の売上高は12,359,060千円（前年同

期比18.4％増）となりました。また、部門別売上高は、不動産デベロップメ

ント部門は2,140,314千円（同68.7％増）、不動産マネジメント部門は

9,868,552千円（同12.1％増）、エネルギーマネジメント部門は350,192千円

（同4.5％減）となりました。

なお、不動産マネジメント部門における売上高の増加は、主に前期に開発

した物件が年間を通して稼動したことによる増加に加え管理受託５物件をサ

ブリース物件に契約変更したことによるものであります。また、不動産デベ

ロップメント部門における売上高の増加は、販売用不動産の売却件数が前年

同期の１件から２件となったことによるものであります。

（学生生活ソリューション事業）

学生等を中心顧客とし、合宿・研修関連を主な事業とする課外活動ソリュ

ーション部門は、大学別・種目別マーケティングの推進により、新規顧客の

開拓、リピーター化の促進に取り組むとともに、地域行政等と協力したスポ

ーツ大会等への学生誘致による地域活性化支援にも取り組むなど、当社グル

ープの学生顧客ネットワークを活かした収益拡大に注力してまいりました。

一方、学生生活の「出口」となる就職分野を担う人材ソリューション部門

は、連結子会社の株式会社ワークス・ジャパンが提供する、中核商品である

企業人事部向け「若年層人材ソリューション」コンサルティング等のサービ

ス提供が、企業の新卒採用数の増加等に支えられ売上高は順調に推移いたし

ました。

その結果、学生生活ソリューション事業の売上高は4,446,254千円（前年同

期比1.7％増）となりました。また、部門別売上高は、課外活動ソリューショ

ン部門は2,001,614千円（同2.0％減）、人材ソリューション部門は2,444,640

千円（同4.9％増）となりました。

② 営業利益

当連結会計年度の不動産ソリューション事業の売上総利益は3,164,994千円

（前年同期比15.0％増）、セグメント利益（営業利益）は2,021,618千円（同

17.1％増）となりました。また学生生活ソリューション事業の売上総利益は

2,172,245千円（同0.9％増）となったものの、セグメント利益（営業利益）

は人材ソリューション部門における売上原価及び販売費及び一般管理費の増

加により508,729千円（同4.4％減）となりました。

その結果、各セグメントに配分していない全社費用761,746千円（同21.6％

増）を調整し、全社の当連結会計年度の営業利益は1,768,601千円（同8.4％

増）となりました。
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③ 経常利益

当連結会計年度の営業外損益はマイナス89,554千円（前年同期はマイナス

80,854千円）となり、その結果、当連結会計年度の経常利益は1,679,046千円

（前年同期比8.3％増）となりました。

　

④ 親会社株主に帰属する当期純利益

当連結会計年度の法人税等に574,368千円及び非支配株主に帰属する当期純

利益16,737千円を計上したことにより、親会社株主に帰属する当期純利益は

1,087,940千円（前年同期比7.4％増）となりました。

その結果、１株当たり当期純利益は60円44銭となりました。

　2. セグメント別売上高

区 分

第 39 期
自平成28年６月１日
至平成29年５月31日

第 40 期
(当連結会計年度)
自平成29年６月１日
至平成30年５月31日

増 減

金 額
(千円)

構成比
(％)

金 額
(千円)

構成比
(％)

金 額
(千円)

前期比
(％)

不動産ソリューション事業 10,435,760 70.5 12,359,060 73.5 1,923,299 18.4

(不動産デベロップメント部門) 1,268,910 8.6 2,140,314 12.7 871,404 68.7

(不動産マネジメント部門) 8,800,288 59.4 9,868,552 58.7 1,068,263 12.1

(エネルギーマネジメント部門) 366,561 2.5 350,192 2.1 △16,368 △4.5

学生生活ソリューション事業 4,373,941 29.5 4,446,254 26.5 72,313 1.7

(課外活動ソリューション部門) 2,042,849 13.8 2,001,614 11.9 △41,234 △2.0

(人材ソリューション部門) 2,331,092 15.7 2,444,640 14.6 113,547 4.9

合 計 14,809,702 100.0 16,805,315 100.0 1,995,612 13.5

(注) 上記金額には消費税等は含まれておりません。
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　3. 設備投資等の状況

当連結会計年度に実施いたしました設備投資の総額は、791,872千円でありま

す。これは主として、不動産ソリューション事業における賃貸用固定資産の取

得613,417千円及び学生生活ソリューション事業における営業支援のためのソフ

トウェア（ソフトウェア仮勘定含む）の取得140,716千円によるものでありま

す。

　4. 資金調達の状況

当連結会計年度の資金調達は、学生向け賃貸住宅の開発を目的として、

4,775,000千円（下記コミットメントラインを含む）を金融機関からの借入によ

り調達いたしました。

また、今後の学生向け賃貸住宅の開発(土地の取得及び建築又は土地付建物の

購入)のための安定的かつ長期的な資金の確保を目的として、平成29年12月26日

付で株式会社みずほ銀行をアレンジャーとする総額100億円のタームアウトオプ

ション付コミットメントライン契約を締結いたしました。なお、当連結会計年

度末における借入実行残高は1,827,000千円であります。

　5. 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

該当事項はありません。

　6. 他の会社の事業の譲受けの状況

該当事項はありません。

　7. 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況

該当事項はありません。

　8. 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

該当事項はありません。
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　9. 対処すべき課題

当社グループは「ワンストップ・ソリューション」という企業コンセプトを

掲げつつ、学生向け賃貸住宅の開発・運営を強みとする不動産ソリューション

事業を中軸に事業拡大を進めてまいりました。

今後につきましても、「ワンストップ・ソリューション」のコンセプトのも

と、学生需要を的確に捉えるのみならず、その保護者や大学、そして企業のニ

ーズをより敏感に受け止め、各事業がスピードと柔軟さをもって応えていく必

要があります。

そのためには以下の２点を対処すべき課題として認識しております。

① 学生向け賃貸住宅開発促進のための基盤強化

不動産ソリューション事業においては、大学進学率の向上と首都圏進学志

向の高まり、女子大生比率の増加等により、学生向け賃貸住宅の需要はます

ます高まると考えられ、当事業の拡大のためには入居者ニーズに応える商品

バリエーションの拡充を含め、学生向け賃貸住宅開発の積極的な推進と効率

化を図ることが不可欠です。そのためには、より多くの土地オーナー及び不

動産を保有する企業のニーズに応える高度で幅広い事業ノウハウの蓄積と人

材の確保を進めるとともに、主な情報入手先である金融機関等とのさらなる

協力・連携の強化が重要であると考えております。

② 商品・サービスの拡充

学生生活ソリューション事業においては、キャンパスライフから就職まで

の学生生活ソリューションを提供するにあたり、商品・サービスの拡充が不

可欠です。そのためには他企業とのアライアンスや各大学が設立を進める営

利法人との関係強化、学生等の自己実現の「場」作りのための地域行政との

連携を図る必要があると考えております。

特に人材ソリューション部門における新卒採用支援ビジネスは、企業の採

用ニーズに合った登録学生の安定確保が課題であり、課外活動ソリューショ

ン部門や学生のキャリアアップ教育に力を入れる大学との連携を深めつつ、

領域の拡大と収益化を進めてまいります。

株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援とご鞭撻を賜りますよ

うお願い申し上げます。
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10. 財産及び損益の状況の推移

区 分
第37期

自平成26年６月１日
至平成27年５月31日

第38期
自平成27年６月１日
至平成28年５月31日

第39期
自平成28年６月１日
至平成29年５月31日

第40期
(当連結会計年度)
自平成29年６月１日
至平成30年５月31日

売 上 高 (千円) 12,146,931 13,576,719 14,809,702 16,805,315

経 常 利 益 (千円) 1,287,310 1,419,246 1,550,729 1,679,046

親会社株主に帰属
する当期純利益

(千円) 819,582 884,358 1,013,157 1,087,940

１株当たり当期純利益 45円53銭 49円13銭 56円28銭 60円44銭

総 資 産 (千円) 15,985,306 17,174,308 18,688,745 23,064,029

純 資 産 (千円) 5,882,364 6,525,922 7,153,820 7,970,861

(注) 当社は、平成29年６月１日付で普通株式１株につき普通株式２株の割合で株式分割を行ってお
ります。そのため、第37期から第39期までの１株当たり当期純利益につきましては、第37期の
期首に株式の分割をしたと仮定して算定しております。

11. 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金
当 社 の
出 資 比 率

主要な事業内容

株式会社毎日コムネットレジデンシャル 100,000千円 100.00％ 学生向け賃貸住宅の管理業務

株式会社毎日コムネットグリーン電力 100,000千円 100.00％
自然エネルギーによる発電事
業

株式会社ワークス・ジャパン 112,500千円 87.00％
企業の新卒採用ソリューショ
ン事業

(注) 特定完全子会社に該当する子会社はありません。

12. 主要な事業内容

　 ・ 学生向け賃貸住宅の開発、不動産有効活用コンサルティング

　 ・ 学生向け賃貸住宅の賃貸及び管理、入居者募集及び仲介

　 ・ 自然エネルギーによる発電事業

　 ・ 合宿・研修及び一般旅行の企画・販売、イベントの企画・運営

　 ・ 企業人事部向け「若年層人材ソリューション」コンサルティング等のサービ

ス提供
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13. 主要な事業所

　 ① 当 社

名 称 所 在 地

本 社
不 動 産 ソ リ ュ ー シ ョ ン 事 業 部

東京都千代田区

東 京 駅 前 セ ン タ ー 東京都中央区

新 宿 旅 行 セ ン タ ー
ス ポ ー ツ イ ベ ン ト デ ス ク
運 転 免 許 予 約 セ ン タ ー
新 宿 駅 前 セ ン タ ー

東京都新宿区

渋 谷 旅 行 セ ン タ ー 東京都渋谷区

法 政 大 学 旅 行 セ ン タ ー 東京都千代田区

早 稲 田 大 学 前 旅 行 セ ン タ ー
早稲田大学前インフォメーションセンター

東京都新宿区

神 奈 川 営 業 所 神奈川県横浜市神奈川区

　
(注) 平成30年２月１日付で神奈川営業所を神奈川県川崎市高津区から神奈川県横浜市神奈川区へ移

転しております。

　

　 ② 子 会 社

会 社 名 名 称 所 在 地

株式会社毎日コムネットレジデンシャル 本 社 東京都千代田区

株式会社毎日コムネットグリーン電力 本 社 東京都千代田区

株式会社ワークス・ジャパン

本 社 東京都千代田区

運 用 開 発 オ フ ィ ス 東京都千代田区

大 阪 支 社 大阪府大阪市

名 古 屋 支 社 愛知県名古屋市

14. 従業員の状況

区 分 従業員数
前連結会計年度

末比増減
平均年齢

平均勤続
年 数

男 子 150名 5名増 36.0歳 7.3年

女 子 104名 12名増 30.6歳 4.6年

合計又は平均 254名 17名増 33.8歳 6.2年
　

(注) 従業員数には契約社員４名を含んでおります。
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15. 主要な借入先

借 入 先 借入金残高

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 4,908,477千円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 2,608,704千円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,461,150千円

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 918,800千円

株 式 会 社 横 浜 銀 行 365,400千円

　
(注) 当社は、今後の学生向け賃貸住宅の開発(土地の取得及び建築又は土地付建物の購入)のための

安定的かつ長期的な資金の確保を目的として、平成29年12月26日付で株式会社みずほ銀行をア
レンジャーとする総額100億円のタームアウトオプション付コミットメントライン契約を締結
しております。なお、当連結会計年度末における貸出コミットメントに係る借入金未実行残高
等は以下のとおりであります。
　貸出コミットメントの総額 10,000,000千円
　借入実行残高 1,827,000千円
　差引額 8,173,000千円

　

16. その他企業集団の現況に関する重要な事項

当社は、平成30年５月28日付で東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）

市場から同取引所市場第二部へ市場変更いたしました。

― 10 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年07月20日 14時21分 $FOLDER; 10ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



Ⅱ 会社の株式に関する事項

1. 発行可能株式総数 59,520,000株

2. 発行済株式の総数 17,999,916株（自己株式84株を除く）

3. 株 主 数 7,991名

4. 大 株 主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 Ｋ Ｊ ホ ー ル デ ィ ン グ ス 4,310,374株 23.95％

伊 藤 守 3,800,000株 21.11％

原 利 典 3,800,000株 21.11％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 744,000株 4.13％

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 240,000株 1.33％

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 240,000株 1.33％

遠 藤 司 212,000株 1.18％

小 野 田 博 幸 158,600株 0.88％

ＭＳＩＰ ＣＬＩＥＮＴ ＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳ 142,300株 0.79％

蘭 松 鯉 136,000株 0.76％

(注) 持株比率は自己株式を控除して算出しております。

　

　5. その他株式に関する重要な事項

投資家の皆様に、より投資しやすい環境を整えるため、投資単位当たりの金

額を引き下げることにより、当社株式の流動性の向上及び投資家層の拡大を図

ることを目的として、平成29年６月１日付で普通株式１株につき普通株式２株

の割合で株式分割を行っております。

Ⅲ 会社の新株予約権等に関する事項

1. 当事業年度の末日において取締役及び監査役が保有する職務執行の対価として

交付した新株予約権の状況

該当事項はありません。

　2. 当事業年度中に従業員等に職務執行の対価として交付した新株予約権の状況

該当事項はありません。

　3. その他新株予約権等に関する重要な事項

該当事項はありません。
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Ⅳ 会社役員に関する事項

　1. 取締役及び監査役の氏名等

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

取締役社長(代表取締役) 伊 藤 守
株式会社毎日コムネットレジデンシャル代表取締役会長
株式会社毎日コムネットグリーン電力取締役

専務取締役(代表取締役) 原 利 典

事業本部長
株式会社毎日コムネットレジデンシャル取締役
株式会社毎日コムネットグリーン電力代表取締役会長
株式会社ワークス・ジャパン取締役

常 務 取 締 役 小野田 博 幸

管理本部長
株式会社毎日コムネットレジデンシャル取締役
株式会社毎日コムネットグリーン電力取締役
株式会社ワークス・ジャパン取締役

取 締 役 西 孝 行
不動産ソリューション事業部長
株式会社毎日コムネットレジデンシャル取締役
株式会社毎日コムネットグリーン電力代表取締役社長

取 締 役 山 下 敬 司

レジデンシャル事業部長
株式会社毎日コムネットレジデンシャル代表取締役社長
ＴＵＡ学生寮ＰＦＩ株式会社代表取締役社長
株式会社毎日コムネットグリーン電力取締役

取 締 役 佐 藤 佳 志
株式会社ＫＪホールディングス代表取締役社長
株 式 会 社 ウ ィ ル ・ シ ー ド 代 表 取 締 役 会 長

取 締 役 中 島 護

取 締 役 宮 田 悦 雄

取 締 役 長谷川 芳 雄

常 勤 監 査 役 山 敷 利能武
株式会社毎日コムネットレジデンシャル監査役
株式会社毎日コムネットグリーン電力監査役

監 査 役 木 内 千登勢
翠蓮法律事務所 代表
株式会社ワークス・ジャパン監査役
ＴＵＡ学生寮ＰＦＩ株式会社監査役

監 査 役 山 路 敏 之
株式会社不動産鑑定ブレインズ代表取締役
マーチャント・バンカーズ株式会社社外取締役

監 査 役 森 田 孝 二

(注)1．取締役中島護、取締役宮田悦雄の両氏は社外取締役であり、東京証券取引所の定めに基づく
独立役員として指定し、同証券取引所に届け出ております。

　 2．監査役木内千登勢、監査役山路敏之及び監査役森田孝二の３氏は社外監査役であり、東京証
券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同証券取引所に届け出ております。

　 3．常勤監査役山敷利能武氏は、金融機関における長年の経験があり、財務及び会計に関する相
当程度の知見を有しております。

　 4．監査役山路敏之氏は、事業年度末日後の平成30年６月28日付でマーチャント・バンカーズ株
式会社の社外取締役を任期満了により退任しております。
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　 5．事業年度中に退任した取締役

退任時の会社

における地位
氏 名 退任時の担当及び重要な兼職の状況 退 任 日

取 締 役 村上 義則 株式会社ＫＪホールディングス取締役 平成29年８月23日

取 締 役 齊藤 守 株式会社ＫＥＩアドバンス代表取締役社長 平成30年３月31日

　 なお、取締役村上義則氏は、平成29年８月23日開催の第39回定時株主総会終結の時をもって、
任期満了により退任いたしました。また、取締役齊藤守氏は、資本業務提携先である株式会社
ＫＪホールディングスより派遣された取締役であり、平成30年３月31日をもって株式会社ＫＪ
ホールディングスの子会社である株式会社ＫＥＩアドバンスの代表取締役社長を辞任すること
となったため、当社の取締役も同日付で辞任により退任いたしました。

　2. 責任限定契約の内容の概要

当社は、社外役員との間において、会社法第423条第１項の損害賠償責任を法

令の定める限度まで限定する契約を締結しております。

　3. 取締役及び監査役の報酬等の総額

取締役８名 257,600千円（うち社外取締役２名 10,600千円）

　監査役４名 26,000千円（うち社外監査役３名 14,350千円）
(注)1．上記報酬等の総額には、当事業年度に計上した役員賞与85,000千円（取締役79,700

千円、監査役5,300千円）及び役員退職慰労引当金繰入額9,000千円（取締役8,400千
円、監査役600千円）が含まれております。

　 2．当事業年度末現在の人員は、取締役９名（うち社外取締役２名）、監査役４名（うち
社外監査役３名）であります。上記の支給人員と相違しているのは、無報酬の取締
役１名が存在することによるものであります。
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　4. 社外役員に関する事項

　 (1) 重要な兼職先と当社との関係

監査役木内千登勢氏は、翠蓮法律事務所の代表であります。なお、当社と

同事務所との間には特別の関係はありません。また、同氏は株式会社ワーク

ス・ジャパン及びＴＵＡ学生寮ＰＦＩ株式会社の監査役であります。なお、

株式会社ワークス・ジャパンは当社の連結子会社であり、ＴＵＡ学生寮ＰＦ

Ｉ株式会社は当社の持分法適用関連会社であります。

監査役山路敏之氏は、株式会社不動産鑑定ブレインズの代表取締役であり

ます。なお、当社と同社との間には特別の関係はありません。また、同氏は

マーチャント・バンカーズ株式会社の社外取締役であります。なお、当社と

同社との間には特別の関係はありません。また、同氏は、事業年度末日後の

平成30年６月28日付でマーチャント・バンカーズ株式会社の社外取締役を任

期満了により退任しております。

　 (2) 主要取引先等特定関係事業者との関係

該当事項はありません。

　 (3) 当事業年度における主な活動状況

取締役 中島 護

当期開催の取締役会全18回のすべてに出席し、それぞれ議案審議等に適

宜必要な発言を行っております。

取締役 宮田悦雄

当期開催の取締役会全18回のすべてに出席し、それぞれ議案審議等に適

宜必要な発言を行っております。

監査役 木内千登勢

当期開催の取締役会全18回及び監査役会全14回のすべてに出席し、それ

ぞれ議案審議等に適宜必要な発言を行っております。

監査役 山路敏之

当期開催の取締役会全18回及び監査役会全14回のすべてに出席し、それ

ぞれ議案審議等に適宜必要な発言を行っております。

監査役 森田孝二

当期開催の取締役会全18回及び監査役会全14回のすべてに出席し、それ

ぞれ議案審議等に適宜必要な発言を行っております。
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Ⅴ 会計監査人に関する事項

　1. 名称

双葉監査法人

　2. 報酬等の額

　 (1) 当事業年度に係る報酬等の額

16,000千円

　 (2) 当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

16,000千円
(注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引

法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できま
せんので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

　3. 会計監査人の報酬等に監査役会が同意した理由

当社監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する

実務指針」を踏まえ、会計監査人から必要な資料の入手や報告の聴取を通じて、

会計監査人の監査計画の内容、従前の事業年度における職務執行状況や報酬の

見積の算出根拠などを確認し、検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会

社法第399条第１項の同意を行っております。

　4. 非監査業務の内容

該当事項はありません。

　5. 解任又は不再任の決定の方針

当社は、会計監査人の職務の遂行に支障がある等の場合には、監査役会の決

議により会計監査人の解任又は不再任を株主総会の会議の目的とすることとい

たします。

また、当社は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当す

ると認められる場合には、監査役全員の合意に基づき監査役会が、会計監査人

を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招

集される株主総会において、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いた

します。
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Ⅵ 業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項

1. 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制

当社は企業理念に基づき、取締役及び使用人が法令を遵守し、企業人として

社会倫理に則して適切に行動するよう「コンプライアンス基本方針」を定め、

周知徹底しその遵守を求める。

　当社は、コンプライアンス全体を統括する組織として、管理部門担当取締役

を責任者とし各担当取締役及び事業部長で構成するコンプライアンス委員会を

設置し、基本方針の徹底及びコンプライアンス体制の整備、運営を推進する。

内部監査室は監査役と連携し、コンプライアンス体制の運営状況について、

法令、定款上の問題の有無を調査し、取締役会に報告する。取締役会は定期的

にコンプライアンス体制を見直し、問題点の把握と改善に努める。

なお、反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方は、当該コンプライアンス

基本方針に社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的な勢力・団体とは一切の

かかわりを持たない旨を明記し、その実効性を確保するために「反社会的勢力

対策規程」を制定し、企業人として社会倫理に則して適切に行動するよう、周

知徹底、その遵守を継続的に求めるものとする。また、当社は、公益社団法人

警視庁管内特殊暴力防止対策連合会に加入し、反社会的勢力の排除に向けた連

携を図ることとしている。

2. 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務の執行に係る情報については、文書管理規程に定めるところに

より、文書又は電磁的媒体に記録し、定められた期間、適切に保存及び管理す

る。取締役及び監査役は、必要に応じてこれらの閲覧を常時行うことができる

ものとする。

3. 損失の危機の管理に関する規程その他の体制

リスク管理については、管理部門担当取締役を責任者とし各担当取締役及び

事業部長で構成するリスク管理委員会を設置し、組織横断的にリスク状況の監

視並びに全社的な対応を行うものとする。

　監査役及び内部監査室は、各部門におけるリスク管理状況を監査し、代表取

締役及び取締役会に報告する。代表取締役及び取締役会は、報告された問題点

について、その改善、解消に努める。

　重大な不測の事態が発生した場合には、代表取締役の指揮下のもと対策本部

を設置し、適正な対応を行い、損失を最小限に抑える体制を整えるものとする。
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4. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎と

して、取締役会を月１回定時に開催する他、必要に応じて臨時に開催し、取締

役相互の職務の執行を監督するとともに取締役間の意思疎通を図る。

　取締役は、重要執行方針を協議する機関として月１回開催する事業本部長を

はじめ経営幹部層で構成する経営会議に出席し、営業状況やその他各業務全般

の執行状況の把握を行い、取締役会の機能強化に努める。

5. 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

子会社における業務の適正を確保するため「コンプライアンス基本方針」を

共有し、周知徹底及びその遵守を求め、当社及び子会社との間での情報の共有

化、相互の連絡の緊密化により内部統制システムの構築を図る。

100％出資の子会社の経営管理は当社の管理本部が行い、当社が月１回開催す

る経営会議において、子会社の業務執行状況の報告を求め業務の適正の確保を

図る。

その他の子会社（ワークス・ジャパン）については、当社の取締役２名及び

監査役１名を派遣するとともに管理本部が子会社と事業運営に関する重要な事

項について情報交換及び協議を行い、業務の適正の確保を図る。

内部監査室は子会社に対する内部監査を実施し、その結果を代表取締役及び

取締役会に報告する。代表取締役及び取締役会は、子会社の管理体制を定期的

に見直し、問題点の把握と改善に努める。

6. 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使

用人に関する事項

監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、監査役の職

務を補助するスタッフを置くものとする。その人事については、取締役と監査

役との間で協議の上決定するものとする。

7. 前号の使用人の取締役からの独立性及び監査役による当該使用人に対する指示

の実効性の確保に関する事項

監査役の職務を補助するスタッフを配置した場合、当該スタッフに関する任

命、異動、人事考課については、監査役の同意を得なければならないものとす

る。また、当該スタッフは取締役から独立し、監査役の指揮命令のもと職務を

遂行するものとする。
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8. 当社及び子会社の取締役及び使用人等又はこれらの者から報告を受けた者が、

当社監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

当社及び子会社の取締役及び使用人等又はこれらの者から報告を受けた者は、

当社及び子会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実、職務執行に関し重大な

法令違反及び不正行為の事実を知ったときは、すみやかに当社監査役に報告す

るものとする。

　当社監査役は、取締役会の他、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を

把握するため、経営会議等の重要な会議に出席するとともに、業務執行に関す

る重要な文書を閲覧し、必要に応じて当社及び子会社の取締役及び使用人等に

その説明を求めることができるものとする。

9. 前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けな

いことを確保するための体制

当社は、前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として、不利な取

扱いを行うことを禁止するものとする。

10. 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職

務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

監査役が、その職務の執行について生ずる費用の前払又は償還等の請求をし

たときは、当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、す

みやかに当該費用又は債務を処理するものとする。

11. その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役は、取締役会に出席し、取締役の職務執行状況及び取締役会の運営や

決議の適法性、妥当性などの経営の監督を行うとともに、重要執行方針を協議

する機関として月１回開催する事業本部長をはじめ経営幹部層で構成する経営

会議に出席し、営業状況やその他各業務全般の執行状況の把握を行い、監査の

実効性を確保するための基礎とする。

監査役は、会計監査人及び内部監査室と定期的な会合を持ち、情報の交換を

行うとともに、連携して監査の実効性の確保に努める。
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12. 業務の適正を確保するための体制の運用状況

当社では、上記に記載した内部統制システムを整備しておりますが、その基

本方針に基づき下記の取り組みを行っております。

　 (1) 主な会議の開催状況として、取締役会は18回、監査役会は14回開催されまし

た。その他、経営会議は13回、コンプライアンス委員会は４回、リスク管理

委員会は４回開催いたしました。

　 (2) 監査役は、重要執行方針を協議する機関として月１回開催する事業本部長を

はじめ経営幹部層で構成する経営会議に出席し、営業状況やその他各業務全

般の執行状況の把握を行っております。また、必要に応じて当社及び子会社

の取締役及び使用人等にその説明を求めております。

　 (3) 監査役、会計監査人及び内部監査室は定期的な会合を持ち、情報の交換を行

っております。

　 (4) 管理本部を主幹として、全従業員に対し年一回コンプライアンスに関する教

育を行っております。

Ⅶ 株式会社の支配に関する基本方針

当社では、株式会社の支配に関する基本方針については、特に定めておりませ

ん。

　

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
(注) 本事業報告の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。また、比率は

表示単位未満を四捨五入して表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
(平成30年５月31日現在)

　

科 目 金 額 科 目 金 額

千円 千円

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 14,938,158 流 動 負 債 5,326,507

現 金 及 び 預 金 6,097,942 支払手形及び買掛金 356,902

受取手形及び売掛金 312,048 短 期 借 入 金 796,000

販 売 用 不 動 産 6,933,946 １年内返済予定の長期借入金 1,832,126

仕 掛 品 29,065 1年内償還予定の社債 432,400

貯 蔵 品 24,709 リ ー ス 債 務 70,547

繰 延 税 金 資 産 132,335 未 払 金 238,682

そ の 他 1,408,158 未 払 法 人 税 等 267,133

貸 倒 引 当 金 △47 賞 与 引 当 金 242,000

固 定 資 産 8,121,479 そ の 他 1,090,715

有形固定資産 5,409,989 固 定 負 債 9,766,660

建 物 及 び 構 築 物 898,026 社 債 53,900

機械装置及び運搬具 1,890,020 長 期 借 入 金 7,776,014

土 地 1,706,713 リ ー ス 債 務 804,853

リ ー ス 資 産 852,002 繰 延 税 金 負 債 12,098

そ の 他 63,225 役員退職慰労引当金 232,560

無形固定資産 557,172 資 産 除 去 債 務 64,833

ソ フ ト ウ ェ ア 383,850 長 期 預 り 敷 金 822,400

の れ ん 23,416 負 債 合 計 15,093,168

そ の 他 149,904 純資産の部

投資その他の資産 2,154,317 株 主 資 本 7,855,638

投 資 有 価 証 券 168,726 資 本 金 775,066

長 期 貸 付 金 79,050 資 本 剰 余 金 511,183

繰 延 税 金 資 産 3,932 利 益 剰 余 金 6,569,404

差 入 保 証 金 1,273,998 自 己 株 式 △17

そ の 他 628,614 その他の包括利益累計額 28,286

貸 倒 引 当 金 △3 その他有価証券評価差額金 28,286

繰 延 資 産 4,391 非支配株主持分 86,936

社 債 発 行 費 4,391 純 資 産 合 計 7,970,861

資 産 合 計 23,064,029 負債及び純資産合計 23,064,029
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連 結 損 益 計 算 書

（自 平成29年６月１日
至 平成30年５月31日）

科 目 金 額

千円 千円

売 上 高 16,805,315

売 上 原 価 11,468,074

売 上 総 利 益 5,337,240

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,568,639

営 業 利 益 1,768,601

営 業 外 収 益

受 取 利 息 3,110

受 取 配 当 金 364

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 2,903

雑 収 入 17,489 23,867

営 業 外 費 用

支 払 利 息 74,282

資 金 調 達 費 用 27,030

そ の 他 12,108 113,422

経 常 利 益 1,679,046

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,679,046

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 606,282

法 人 税 等 調 整 額 △31,913 574,368

当 期 純 利 益 1,104,677

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 16,737

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,087,940
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連結株主資本等変動計算書

（自 平成29年６月１日
至 平成30年５月31日）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

千円 千円 千円 千円 千円

当 期 首 残 高 775,066 511,183 5,796,462 △ 17 7,082,695

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 ― ― △314,998 ― △314,998

親会社株主に帰属する当期純利益 ― ― 1,087,940 ― 1,087,940

株主資本以外の項目の当期変動額（純額) ― ― ― ― ―

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 772,942 ― 772,942

当 期 末 残 高 775,066 511,183 6,569,404 △17 7,855,638

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

千円 千円 千円 千円

当 期 首 残 高 925 925 70,199 7,153,820

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 ― ― ― △314,998

親会社株主に帰属する当期純利益 ― ― ― 1,087,940

株主資本以外の項目の当期変動額（純額) 27,361 27,361 16,737 44,098

当 期 変 動 額 合 計 27,361 27,361 16,737 817,041

当 期 末 残 高 28,286 28,286 86,936 7,970,861
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連結注記表

(連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等)

1. 連結の範囲に関する事項

すべての子会社を連結しております。

連結子会社の数 ３社

連結子会社の名称 株式会社毎日コムネットレジデンシャル

　 株式会社毎日コムネットグリーン電力

　 株式会社ワークス・ジャパン

2. 持分法の適用に関する事項

持分法を適用した関連会社の数 １社

会社等の名称 ＴＵＡ学生寮ＰＦＩ株式会社

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

4. 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　(イ)有価証券

① 満期保有目的の債券………償却原価法（定額法）

② そ の 他 有 価 証 券………時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

　(ロ)たな卸資産

① 販 売 用 不 動 産………個別法による原価法（収益性の低下による簿価切

下げの方法）

② 仕 掛 品………個別法による原価法（収益性の低下による簿価切

下げの方法）

③ 貯 蔵 品………移動平均法による原価法（収益性の低下による簿

価切下げの方法）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　(イ)有形固定資産（リース資産を除く）

定率法

ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物附属設備は除く）並び

に平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、

定額法によっております。また、太陽光発電施設用関連資産についても定

額法によっております。
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なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ４～47年

機械装置及び運搬具 ８～20年

器具備品 ４～20年

また、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額

まで償却が終了した翌年から５年間で均等償却する方法によっております。

　(ロ)ソフトウェア（リース資産を除く）

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年) に

基づく定額法

　(ハ)長期前払費用

定額法

　(ニ)リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額法によっ

ております。

(3) 重要な繰延資産の処理方法

社債発行費

　償還期間定額償却処理

(4) 重要な引当金の計上基準

　(イ)貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。

　(ロ)賞与引当金

① 従業員賞与引当金

従業員の賞与の支払に備えるため、支給見積額の期間対応額を計上してお

ります。

② 役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連

結会計年度に見合う分を計上しております。

　(ハ)役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支払に備えるため、支給内規を基準とした当連結会計年

度末要支給額を計上しております。

　(ニ)減価償却引当金

保有する販売用不動産のうち販売するまでに賃貸用に供したものについては

その重要性を考慮し、有形固定資産の減価償却と同様の方法により減価償却

費相当額を見積り計上しております。
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(5) のれんの償却方法及び償却期間

のれんは、５年間で均等償却しております。

(6) その他連結計算書類の作成のための重要な事項

消費税等の会計処理方法は税抜方式によっております。また、控除対象外消費

税等については、当連結会計年度の負担すべき期間費用として販売費及び一般

管理費に計上しております。

(表示方法の変更)

前連結会計年度において区分掲記しておりました「社債発行費等」（前連結会計年

度12,465千円）については重要性が乏しくなったため、当連結会計年度においては

「営業外費用」の「その他」に含めて表示しております。

(連結貸借対照表に関する注記)

1. 有形固定資産の減価償却累計額 1,104,566千円

2. 販売用不動産の減価償却引当金 133,006千円

3. 担保資産及び対応債務

担保に供している資産

流 動 資 産 6,954,355千円

固 定 資 産 605,552千円

投 資 そ の 他 の 資 産 56,911千円

上記に対応する債務

短 期 借 入 金 246,000千円

１年内返済予定の長期借入金 1,421,300千円

長 期 借 入 金 5,990,449千円

4. 財務制限条項

長期借入金の残高の一部については、各年度の年度決算における単体及び連結

の貸借対照表における純資産の部の金額や損益計算書の経常利益又は経常損失等

より算出される一定の指標等を基準とする財務制限条項が付されております。

　なお、財務制限条項の対象となる長期借入金残高（1年内返済予定の長期借入金

含む）は6,290,877千円となっております。

5. 記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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(連結損益計算書に関する注記)

記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。

(連結株主資本等変動計算書に関する注記)

1. 当連結会計年度の末日における発行済株式の総数

普通株式 18,000,000株

2. 自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末

普通株式 84株 ―株 ―株 84株

3. 剰余金の配当に関する事項

(1) 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決 議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資
１株当たり
配 当 額

基 準 日 効力発生日

平成29年８月23日
定時株主総会

普通株式 170,999千円 利益剰余金 19円 平成29年５月31日 平成29年８月24日

平成30年１月11日
取締役会

普通株式 143,999千円 利益剰余金 8円 平成29年11月30日 平成30年２月６日

(2) 当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

決 議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資
１株当たり
配 当 額

基 準 日 効力発生日

平成30年８月22日
定時株主総会

普通株式 251,998千円 利益剰余金 14円 平成30年５月31日 平成30年８月23日

4. 記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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(金融商品に関する注記)

1. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、主に不動産ソリューション事業における販売用不動産の開発

を行うための投資及び運転資金等の資金需要に対し、必要な資金（主に銀行借入

や社債発行）を調達しております。なお、一時的な余資が生じた場合には短期的

な預金等に限定して運用しております。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりま

す。投資有価証券は、主に取引先企業との業務又は資本提携等に関連する株式で

あり、市場価格の変動リスクに晒されております。長期貸付金及び差入保証金

は、主に当社グループの主力事業である不動産ソリューション事業におけるサブ

リース（転貸を目的とした当社による一括借上）によるものであり、賃貸人（物

件所有者）の信用リスクに晒されております。

営業債務である支払手形及び買掛金、未払金及び未払法人税等は、ほとんど１

年以内の支払期日であります。借入金、社債及びファイナンス・リース取引に係

るリース債務は、主に販売用不動産の取得、太陽光発電施設の取得及び設備投資

に必要な資金の調達を目的としたものであり、社債の償還日は決算日後、最長で

２年後であります。長期預り敷金は、不動産ソリューション事業の賃貸部門にお

ける賃借人（入居者）からのものであり、賃借人が退去する際に返還義務を負う

ものであります。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク) の管理

当社グループは、経理規程に従い、営業債権について、各事業部門等におけ

る管理責任者が取引先の状況をモニタリングし、取引先ごとに債権の発生から

消滅に至るまでを管理するとともに、定められた期間内に債権が未回収の場合

は適切な保全措置をとることとしております。

長期貸付金及び差入保証金については、各事業部門等が定期的に取引先の状

況を把握し、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図ってお

ります。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

当社グループは、投資有価証券については、定期的に時価や発行体（主とし

て取引先企業）の財務状況を把握し、市況や発行体との関係を勘案して保有状

況を継続的に見直しております。

借入金については、各金融機関ごとの借入金利の一覧表を作成し、借入金利

の変動状況をモニタリングしております。
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③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）

の管理

当社グループは、各事業部門等からの報告に基づき、管理部が適時に資金繰

計画を作成・更新するとともに、手元流動性の維持などにより流動性リスクを

管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額の他、市場価格がない場合には合

理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因

を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変

動することもあります。

2. 金融商品の時価等に関する事項

平成30年５月31日（当期の決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及び

これらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが

極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。

連結貸借対照表 時 価 差 額

計上額(千円) (千円) (千円)

(1) 現金及び預金 6,097,942 6,097,942 ―

(2) 受取手形及び売掛金 312,048

　 貸倒引当金(※１) △20

312,028 312,028 ―

(3) 投資有価証券 92,645 92,645 ―

(4) 長期貸付金 79,050 79,050 ―

資産計 6,581,666 6,581,666 ―

(1) 支払手形及び買掛金 356,902 356,902 ―

(2) 短期借入金 796,000 796,000 ―

(3) 未払金 238,682 238,682 ―

(4) 未払法人税等 267,133 267,133 ―

(5) 社債(※２) 486,300 486,300 ―

(6) 長期借入金(※３) 9,608,141 9,608,141 ―

(7) リース債務(※４) 875,401 875,401 ―

負債計 12,628,560 12,628,560 ―

(※１) 受取手形及び売掛金に個別計上している貸倒引当金を控除しております。
(※２) 社債には、１年内償還予定の社債432,400千円を含めております。
(※３) 長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金1,832,126千円を含めております。
(※４) リース債務には、１年内支払予定のリース債務70,547千円を含めております。
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(注)１ 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資 産

(1) 現金及び預金

預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。

(2) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいこ

とから、当該帳簿価額によっております。

(3) 投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債権は取引所の価

格又は取引金融機関等から提示された価格によっております。

(4) 長期貸付金

長期貸付金の時価については、元利金の合計額を、新規に同様の貸付を行った

場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

負 債

(1) 支払手形及び買掛金、(2) 短期借入金、(3) 未払金及び(4) 未払法人税等

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいこ

とから、当該帳簿価額によっております。

(5) 社債、(6) 長期借入金及び(7) リース債務

これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の社債の発行、借入

又はリース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定

しております。

(注)２ 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

① 非上場株式等（連結貸借対照表計上額76,081千円）は、市場価格がなく、かつ

将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず時価を把握することが極めて

困難と認められるため、「資産(3) 投資有価証券」には含めておりません。

② 差入保証金（連結貸借対照表計上額1,273,998千円）は、市場価格がなく、かつ

実質的な預託期間を算定することは困難であることから、合理的なキャッシュ・

フローを見積ることが極めて困難と認められるため、時価開示の対象としており

ません。

③ 長期預り敷金（連結貸借対照表計上額822,400千円）は、市場価格がなく、かつ

賃借人の入居から退去までの実質的な預託期間を算定することは困難であること

から、合理的なキャッシュ・フローを見積ることが極めて困難と認められるため、

時価開示の対象としておりません。
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(賃貸等不動産に関する注記)

当社では、東京都及び北海道において、賃貸用のマンション（土地を含む）を有し

ております。当連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する損益は174,390千円

（賃貸収益は売上高に、賃貸費用は売上原価に計上）であります。

賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び当連結会計年度における主な変動並びに

連結決算日における時価及び当該時価の算定方法は以下のとおりであります。

連結貸借対照表計上額

連結決算日における時価

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

2,162,391千円 553,620千円 2,716,012千円 3,163,000千円

(注)1．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
2．主な変動

増加は、札幌での学生寮２件の取得 613,417千円
減少は、減価償却費 63,224千円

3．時価の算定方法
当連結会計年度末の時価は、主として外部の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づ
く金額によっております。

　

(１株当たり情報に関する注記)

1. １株当たり純資産額 437円99銭

2. １株当たり当期純利益 60円44銭
　 １株当たり当期純利益の算定上の基礎

連結損益計算書上の親会社株主に帰属
する当期純利益

1,087,940千円

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益

1,087,940千円

普通株式の期中平均株式数 17,999,916株

　

(重要な後発事象に関する注記)

該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 (謄本)

独立監査人の監査報告書
平成30年７月18日

株式会社 毎日コムネット

　取 締 役 会 御 中

双 葉 監 査 法 人
代表社員
業務執行社員

公認会計士 宮 直 仁 ㊞

代表社員
業務執行社員

公認会計士 庄 司 弘 文 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社毎日コムネットの平成29
年６月１日から平成30年５月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借
対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行っ
た。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ
れに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有
効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関
連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法
並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討
することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、株式会社毎日コムネット及び連結子会社からなる企業集団の当該連
結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示してい
るものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以 上
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連結計算書類に係る監査役会の監査報告書 (謄本)

連結計算書類に係る監査報告書

　当監査役会は、平成29年６月１日から平成30年５月31日までの第40期事業年度に係る連結

計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）

に関して、各監査役の監査報告に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり

報告いたします。

　

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果

について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報

告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた、監査の方針、職務の分担等に従い、連結計算書類につ

いて取締役及び使用人等から報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監

査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとと

もに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め

ました。なお、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体

制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17

年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明

を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る連結計算書類について検討いた

しました。

2. 監査の結果

会計監査人双葉監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成30年７月18日

株式会社毎日コムネット 監査役会

常 勤 監 査 役 山 敷 利能武 ㊞

社 外 監 査 役 木 内 千登勢 ㊞

社 外 監 査 役 山 路 敏 之 ㊞

社 外 監 査 役 森 田 孝 二 ㊞
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貸 借 対 照 表
(平成30年５月31日現在)

科 目 金 額 科 目 金 額
千円 千円

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 13,453,003 流 動 負 債 4,695,116

現 金 及 び 預 金 4,945,661 買 掛 金 254,417

売 掛 金 73,473 短 期 借 入 金 746,000

販 売 用 不 動 産 6,933,946 １年内返済予定の長期借入金 1,655,300

貯 蔵 品 13,104 １年内償還予定の社債 432,400

前 渡 金 786,845 リ ー ス 債 務 23,604

前 払 費 用 501,257 未 払 金 178,709

繰 延 税 金 資 産 104,323 未 払 費 用 116,373

そ の 他 94,443 未 払 法 人 税 等 184,413

貸 倒 引 当 金 △51 前 受 金 258,070

固 定 資 産 5,315,329 前 受 収 益 451,122

有形固定資産 2,806,030 賞 与 引 当 金 190,000

建 物 855,078 そ の 他 204,704

構 築 物 7,016 固 定 負 債 7,362,394

工具、器具及び備品 34,550 社 債 53,900

土 地 1,648,936 長 期 借 入 金 5,996,949

リ ー ス 資 産 260,448 リ ー ス 債 務 244,485

無形固定資産 146,578 繰 延 税 金 負 債 12,098

ソ フ ト ウ ェ ア 138,502 役員退職慰労引当金 232,560

電 話 加 入 権 8,076 長 期 預 り 敷 金 822,400

投資その他の資産 2,362,720 負 債 合 計 12,057,510

投 資 有 価 証 券 133,548 純資産の部

関 係 会 社 株 式 402,567 株 主 資 本 6,686,927

出 資 金 0 資 本 金 775,066

長 期 貸 付 金 79,050 資 本 剰 余 金 511,183

長 期 前 払 費 用 219,074 資 本 準 備 金 508,820

保 険 積 立 金 310,731 その他資本剰余金 2,363

差 入 保 証 金 1,208,551 利 益 剰 余 金 5,400,694

そ の 他 9,200 利 益 準 備 金 31,130

貸 倒 引 当 金 △3 その他利益剰余金 5,369,564

繰 延 資 産 4,391 別 途 積 立 金 2,300,000

社 債 発 行 費 4,391 繰越利益剰余金 3,069,564

自 己 株 式 △17

評価・換算差額等 28,286

その他有価証券評価差額金 28,286

純 資 産 合 計 6,715,214

資 産 合 計 18,772,724 負債及び純資産合計 18,772,724
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損 益 計 算 書

（自 平成29年６月１日
至 平成30年５月31日）

科 目 金 額

千円 千円

売 上 高 13,718,956

売 上 原 価 10,100,159

売 上 総 利 益 3,618,796

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,447,984

営 業 利 益 1,170,811

営 業 外 収 益

受 取 利 息 3,086

受 取 配 当 金 500,364

受 取 賃 貸 料 5,397

経 営 指 導 料 25,800

雑 収 入 14,916 549,565

営 業 外 費 用

支 払 利 息 42,174

社 債 利 息 620

社 債 発 行 費 等 11,019

資 金 調 達 費 用 23,275

そ の 他 957 78,047

経 常 利 益 1,642,329

税 引 前 当 期 純 利 益 1,642,329

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 424,601

法 人 税 等 調 整 額 △32,451 392,149

当 期 純 利 益 1,250,179
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株主資本等変動計算書

（自 平成29年６月１日
至 平成30年５月31日）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金
その他資
本剰余金

利益準備金
その他利益剰余金

別途積立金 繰越利益剰余金
千円 千円 千円 千円 千円 千円

当 期 首 残 高 775,066 508,820 2,363 31,130 2,300,000 2,134,383

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 ― ― ― ― ― △ 314,998

当 期 純 利 益 ― ― ― ― ― 1,250,179

株主資本以外の項目の当期変動額（純額) ― ― ― ― ― ―

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― ― ― 935,180

当 期 末 残 高 775,066 508,820 2,363 31,130 2,300,000 3,069,564

株 主 資 本 評価・換算差額等

純資産合計
自 己 株 式 株主資本合計

その他有価証券
評 価 差 額 金

評価・換算
差額等合計

千円 千円 千円 千円 千円

当 期 首 残 高 △17 5,751,746 925 925 5,752,671

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 ― △314,998 ― ― △ 314,998

当 期 純 利 益 ― 1,250,179 ― ― 1,250,179

株主資本以外の項目の当期変動額（純額) ― ― 27,361 27,361 27,361

当 期 変 動 額 合 計 ― 935,180 27,361 27,361 962,542

当 期 末 残 高 △17 6,686,927 28,286 28,286 6,715,214
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個別注記表

(重要な会計方針に係る事項に関する注記）

1. 有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 満期保有目的の債券 …… 償却原価法（定額法）

(2) 子会社株式及び関連会社株式 …… 移動平均法による原価法

(3) その他有価証券 …… 時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

2. たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1) 販 売 用 不 動 産 …… 個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下

げの方法）

(2) 貯 蔵 品 …… 移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価

切下げの方法）

3. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く) …… 定率法

ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建

物附属設備は除く）並びに平成28年４月１日以降

に取得した建物附属設備及び構築物については、

定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ４～47年

器具備品 ４～20年

また、平成19年３月31日以前に取得したものにつ

いては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年

から５年間で均等償却する方法によっております。

(2) ソフトウェア(リース資産を除く) …… 自社利用のソフトウェアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づく定額法

(3) 長 期 前 払 費 用 …… 定額法

(4) リ ー ス 資 産 …… 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとし

て算定する定額法によっております。
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4. 繰延資産の処理方法

社 債 発 行 費 …… 償還期間定額償却処理

5. 引当金の計上基準

(1) 貸 倒 引 当 金 …… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。

(2) 賞 与 引 当 金 …… ①従業員賞与引当金

従業員の賞与の支払に備えるため、支給見積額

の期間対応額を計上しております。

②役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に充てるた

め、支給見込額に基づき当事業年度に見合う分

を計上しております。

(3) 役員退職慰労引当金 …… 役員の退職慰労金の支払に備えるため、支給内規を

基準とした当事業年度末要支給額を計上しておりま

す。

(4) 減価償却引当金 …… 保有する販売用不動産のうち販売するまでに賃貸用

に供したものについてはその重要性を考慮し、有形

固定資産の減価償却と同様の方法により減価償却費

相当額を見積り計上しております。

6. 消費税等の会計処理方法

消費税等の会計処理方法は税抜方式によっております。また、控除対象外消費

税等については、当事業年度の負担すべき費用として販売費及び一般管理費に

計上しております。
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(貸借対照表に関する注記)

1. 有形固定資産の減価償却累計額 551,842千円

2. 販売用不動産の減価償却引当金 133,006千円

3. 担保資産及び対応債務

　担保に供している資産

流 動 資 産 6,954,355千円

固 定 資 産 605,552千円

投 資 そ の 他 の 資 産 56,911千円

　上記に対応する債務

短 期 借 入 金 246,000千円

１年内返済予定の長期借入金 1,421,300千円

長 期 借 入 金 5,990,449千円

4. 関係会社に対する金銭債権又は金銭債務

短 期 金 銭 債 権 59,058千円

短 期 金 銭 債 務 15,949千円

5. 保証債務

当社の連結子会社である㈱毎日コムネットグリーン電力の金融機関からの借入

金及びリース契約に対して、次のとおり債務保証を行っております。

長期借入金（１年内返済予定の長期借入金含む） 1,938,077千円

リース債務 607,310千円

計 2,545,387千円

6. 財務制限条項

長期借入金の残高の一部については、各年度の年度決算における単体及び連結

の貸借対照表における純資産の部の金額や損益計算書の経常利益又は経常損失等

より算出される一定の指標等を基準とする財務制限条項が付されております。

　なお、財務制限条項の対象となる長期借入金残高（1年内返済予定の長期借入金

含む）は4,352,800千円となっております。

7. 記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。

― 38 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年07月20日 14時21分 $FOLDER; 38ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



(損益計算書に関する注記)

1. 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

給 料 及 び 手 当 756,876千円

広 告 宣 伝 費 349,112千円

租 税 公 課 253,309千円

賞 与 引 当 金 繰 入 額 178,800千円

役員退職慰労引当金繰入額 9,000千円

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 21千円

2. 関係会社との取引高

営 業 収 益 42,719千円

営 業 費 用 177,578千円

営 業 外 収 益 531,858千円

3. 記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。

(株主資本等変動計算書に関する注記)

1. 自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増 加 減 少 当事業年度末

普通株式 84株 ―株 ―株 84株

2. 記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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(税効果会計に関する注記)

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産（流動）

　減価償却引当金 40,699千円

　賞与引当金 32,130千円

　未払事業税等 16,490千円

　未払不動産取得税等 9,253千円

　未払法定福利費等 8,444千円

　繰延控除対象外消費税 1,327千円

　その他 255千円

　 繰延税金資産合計 108,601千円

繰延税金負債（流動）

　未収入金（賞与負担額） △3,427千円

　その他 △850千円

　 繰延税金負債合計 △4,278千円

　 繰延税金資産の純額 104,323千円

繰延税金資産（固定）

　役員退職慰労引当金 71,163千円

　減価償却累計額 7,699千円

　減損損失 6,022千円

　繰延控除対象外消費税 3,539千円

　その他 1,900千円

　 繰延税金資産小計 90,325千円

　 評価性引当額 △88,798千円

　 繰延税金資産合計 1,527千円

繰延税金負債（固定）

　その他有価証券評価差額金 △12,087千円

　長期貸付金利息 △1,538千円

　その他 △30千円

　 繰延税金負債小計 △13,655千円

　 評価性引当額 30千円

　 繰延税金負債合計 △13,625千円

　 繰延税金負債の純額 △12,098千円
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(関連当事者との取引に関する注記)

　子会社

種類
会社等の
名称

所在地

資本金
又は
出資金
(千円)

事業の
内容

議決権
等の所
有割合

関連当
事者と
の関係

取引の
内容

取引
金額
(千円)

科目
期末
残高
(千円)

子会社
㈱毎日コム
ネット

グリーン電力

東京都
千代田区

100,000

自然エネ
ルギーに
よる発電
事業

100.0%
役員の
兼任

債務
保証
(注)

2,545,387 － －

(注) 金融機関からの借入金及びリース契約に対して、当社が債務保証を行ったものであります。

(１株当たり情報に関する注記)

1. １株当たり純資産額 373円06銭

2. １株当たり当期純利益 69円45銭
　 １株当たり当期純利益の算定上の基礎

損益計算書上の当期純利益 1,250,179千円

普通株式に係る当期純利益 1,250,179千円

普通株式の期中平均株式数 17,999,916株

(重要な後発事象に関する注記)

該当事項はありません。
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会計監査人の監査報告書 (謄本)

独立監査人の監査報告書
平成30年７月18日

株式会社 毎日コムネット

　取 締 役 会 御 中

双 葉 監 査 法 人

代表社員
業務執行社員

公認会計士 宮 直 仁 ㊞

代表社員
業務執行社員

公認会計士 庄 司 弘 文 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社毎日コムネットの
平成29年６月１日から平成30年５月31日までの第40期事業年度の計算書類、すなわち、貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について
監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経
営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及
びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般
に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に
計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す
るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計
算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査
法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書（謄本）

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成29年６月１日から平成30年５月31日までの第40期事業年度の取締役
の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告
書を作成し、以下のとおり報告いたします。
　
1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及
び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状
況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の
分担等に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収
集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状
況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、
本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、
子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図
り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを
確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものと
して会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役
会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）に
ついて、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告
を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及
び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、
必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行
われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を
「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整
備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書につ
いて検討いたしました。
　
2. 監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示し
ているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な
事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、
当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行につ
いても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人双葉監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成30年７月18日
株式会社毎日コムネット 監査役会

常 勤 監 査 役 山 敷 利能武 ㊞
社 外 監 査 役 木 内 千登勢 ㊞
社 外 監 査 役 山 路 敏 之 ㊞
社 外 監 査 役 森 田 孝 二 ㊞

以 上
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株主総会参考書類
　

議案及び参考事項

　第１号議案 剰余金の処分の件

　 第40期期末配当に関する事項

　当社は、株主の皆様への利益還元を重要な経営方針の一つとして位置付けて

おり、連結配当性向30％以上を指標としております。

　この配当方針に基づき、当期の期末配当につきましては、１株につき金11円

00銭の普通配当に第40期を記念して１株につき金３円00銭の記念配当を加えた

金14円00銭（総額251,998,824円）の配当を当期末における株主様に対してお支

払いさせていただきたいと存じます。

　これにより、当期の年間配当金は、先に実施しました中間配当金８円00銭を

含め、１株につき金22円00銭となります。なお、期末配当の効力発生日（期末

配当金の支払開始日）は平成30年８月23日であります。

　第２号議案 定款一部変更の件

　 1. 提案の理由

　 今後の事業領域の拡大及び多様化に対応するため、現行定款第２条（目的）

に事業目的の追加を行うものであります。

　 2. 変更の内容

　 変更の内容は次のとおりであります。

（下線は変更部分を示します。)

現 行 定 款 変 更 案

第１章 総 則 第１章 総 則

(目的) (目的)

第２条 当会社は、次の事業を営むことを目的

とする。

第２条 当会社は、次の事業を営むことを目的

とする。

１.～10.（条文省略） １.～10.（現行どおり）

(新 設) 11.住宅宿泊事業法に基づく住宅宿泊

事業、住宅宿泊管理業および住宅

宿泊仲介業

11.～31.（条文省略） 12.～32.（現行どおり）
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　第３号議案 監査役１名選任の件

　監査役木内千登勢氏は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となりま

すので、監査役１名の選任をお願いするものであります。

　なお、社外監査役候補者の選任にあたりましては、当社事業に関連した高度

な専門的知識や経験を有していること、高い倫理観を有し、常に公正不偏の態

度で経営監視や監査品質の向上に努めることができることに加え、十分な社会

的信用を有していることを選任・指名の基準としております。

　また、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
(生年月日)

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式の数

木
き う ち ち と せ

内 千登勢
(昭和37年２月７日生)

平成２年４月 弁護士登録、石塚法律事務所 入所

200株

平成７年１月 乗杉綜合法律事務所 入所

平成15年２月 当社 監査役(現任)

平成23年２月 木内法律事務所設立 代表

平成24年10月 翠蓮法律事務所設立 代表(現任)

平成26年９月 株式会社ワークス・ジャパン 監査役(現任)

平成28年６月 ＴＵＡ学生寮ＰＦＩ株式会社 監査役(現任)

(注) 1. 木内千登勢氏は、社外監査役候補者であります。なお、同氏は、東京証券取引所の定める独
立役員として届け出ており、同氏の再任が承認された場合には、引き続き独立役員となる予
定であります。

2. 候補者と当社の間には特別の利害関係はありません。
3. 木内千登勢氏の当社社外監査役就任期間は、本定時株主総会の終結の時をもって15年６ヶ月

となります。
4. 木内千登勢氏を社外監査役候補者とした理由は、平成15年２月より当社監査役を15年６ヶ月

間務め、当社の事業内容に精通しており、また、弁護士としての専門的な見識に基づき客観
的な立場から社外監査役としての職務を適切に遂行することができると判断したためであり
ます。

5. 木内千登勢氏は、当社との間に会社法第423条第１項の損害賠償責任を法令の定める限度まで
限定する契約を締結しております。同氏の再任が承認された場合には、当社は同氏との間で
上記契約を継続する予定であります。

　

　以 上
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〈メ モ 欄〉
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中央通り

昭和通り

ＪＲ有楽町駅

ＪＲ新橋駅

新
橋
駅

外堀通り

新橋駅

汐留駅

銀座駅

東銀座駅

銀
座
駅

和光

三井ガーデンホテル
銀座プレミア

首都高速道路

新橋演舞場

カレッタ汐留

汐留シティセンター

有楽町マリオン丸ノ内線

銀座線

浅草線

東銀座駅
A1出口

銀座駅
A5出口

大江戸線

コートヤード・マリオット
銀座東武ホテル

歌
舞
伎
座

昭
和
シ
ェ
ル
Ｇ
Ｓ

築
地

市
場
駅

三
越

松
屋

晴
海
通
り

日
比
谷
線

定時株主総会会場ご案内図

会場 東京都中央区銀座六丁目14番10号

コートヤード・マリオット銀座東武ホテル ２階 「桜」の間

　

交通 東銀座駅 地下鉄（日比谷線・浅草線） Ａ１出口より徒歩３分

銀座駅 地下鉄（丸ノ内線・銀座線） Ａ５出口より徒歩５分

新橋駅 ＪＲ（山手線・京浜東北線） 徒歩10分
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